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平成２７年度 入札契約制度等の見直し概要 

 

 

１．公共工事設計労務単価の改定  

 最近の労働市場の実勢価格を適切に予定価格に反映するため、昨年

度に引き続き、例年の４月改正を前倒しして２月に改正 

平成 28 年 2 月 1 日以降に積算する工事に適用。 

2 月 1 日以降に契約する工事は、設計変更により対応。 
 

２．インフレスライドの適用  

 上記労務単価の改定に伴い、一定の要件を満たす既契約工事につい

て、インフレスライド条項を適用 

 

３．積算基準の改定  

 施工単位毎に機械経費、労務費、材料費を含んだ標準単価を用いる

「施工パッケージ型積算方式」を導入 

（平成 27 年 10 月 1 日以降に積算する工事に適用） 

 

４．情報共有システム（ASP※）の試行 

 より円滑かつ効率的な施工のため、受発注者が工事書類等の情報を電

子的に交換・共有する情報共有システムの活用を試行 

（平成 27 年 9 月 1 日以降に入札公告する工事に適用） 

※ASP：Application Service Provider の略 

資料１ 

（平成 27 年９月以降の見直し概要） 
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普通作業員 鉄筋工 大工 ５０職種平均単価

職種 H10.4

普通作業員 17,700

鉄筋工 23,700

大工 26,300

50種平均 22,656
職種 H24.4

普通作業員 13,100

鉄筋工 16,200

大工 16,100

50種平均 16,893

職種 H28.2

普通作業員 18,200

鉄筋工 21,200

大工 19,700

50種平均 22,055

出来高 残工事（B）

現請負額 残工事（B）に
対する変動後
の増額（A）

変更請負額

インフレスライド変更額
（今回増額）
A-B×1%

受注者負担
B×1%





契約件数・平均落札率・平均参加者数　及び　くじ引き・失格発生状況

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25 年度
(4～5月)

25年度
(6～3月) 25年度

26年度
(4～7月)

26年度
(8～11月)

26年度
(12～3月) 26年度

27年度
(4～7月)

27年度
(8～11月)

27年度
(4～11月)

1,842 1,625 1,564 1,706 1,487 1,316 1,307 114 1,416 1,530 320 532 477 1,329 296 530 826

90.4% 82.0% 81.1% 82.4% 83.8% 84.3% 86.2% 85.0% 89.2% 88.9% 88.5% 89.8% 89.2% 89.2% 87.2% 88.1% 87.8%

10.0 14.3 15.3 15.6 16.8 17.2 15.1 14.1 11.1 11.3 11.5 9.7 10.4 10.5 11.5 12.4 12.1
- - - - - - 9 1 63 64 3 29 20 52 1 4 5
- - - - - - (0.7%) (0.9%) (4.4%) (4.2%) (0.9%) (5.5%) (4.2%) (3.9%) (0.3%) (0.8%) (0.6%)

23 79 167 399 466 228 158 24 101 125 35 38 45 118 33 65 98
(1.2%) (4.9%) (10.7%) (23.4%) (31.3%) (17.3%) (12.1%) (21.1%) (7.2%) (8.2%) (10.9%) (7.1%) (9.4%) (8.9%) (11.1%) (12.3%) (11.9%)

123 554 690 1,042 970 943 882 79 814 893 203 284 267 754 183 323 506
(6.7%) (34.1%) (44.1%) (61.1%) (65.2%) (71.7%) (67.5%) (69.3%) (57.5%) (58.4%) (63.4%) (53.4%) (56.0%) (56.7%) (61.8%) (60.9%) (61.3%)

契約件数

平均落札率

平均参加業者数

失格発生件数

 （発生率）

不調・不落発生件数

 （発生率）

くじ引き発生件数

 （発生率）

「京都府公共調達の改善の骨子（中間報告）」に基
づく入札制度改革
○一般競争入札を１千万円以上に拡大
（応札可能者30者以上）
○指名競争入札の指名業者数の拡大
（10者→20者）

入札制度改革前後の状況

最低制限価格設定
対象工事の拡大

＜摘要＞

●競争入札に付した予定価格が２５０万円超の建設工事が対象
（同期間内に契約したもの:紙入札を含む）

①

②

最低制限価格等の見直し

②

⑥

⑥⑤③ ④①

８8.1％

⑤

82.4％

90.4％

④

最低制限価格等の見直し 最低制限価格等の見直し最低制限価格等の見直し

③



事前公表 事後公表

件数 331 99

平均落札率 89.0% 89.2%

平均参加者数 11.0 7.4

くじ発生率 6.3% 1.0%

失格発生率 52.0% 56.6%

平均失格者数 3.4 2.0

予定価格超過発生率 - 17.2%

平均予定価格超過者数 - 0.2

＜事後公表の対象＞ (H25) 予定価格が4,500万円以上の建設工事の総合評価の一部

(H26) 受注者の技術力が期待される予定価格(税込)が4,500万円以上の建設工事

-

41.9%

0.7

平成25年度 平成26年度（H26.4～H27.3）

事前公表 事後公表

1.2%

29.1%

1.2

270

89.5%

12.4

1.9%

67.4%

3.7

事前公表 事後公表

8 191

-

86

90.5%

5.4

- 2.2

予定価格の事後公表の試行状況について
（H25.4～H27.11）

62.5% 64.4%

1.9 3.8

- 20.4%

90.6% 89.0%

8.5 13.1

12.5% 6.3%

平成27年度（H27.4～H27.11）



件数

平均落札率

平均最低制限価格率

平均入札者数

くじ発生件数、発生率

失格発生件数、発生率

平均失格者数※

※平均失格者数＝総失格者数÷失格発生件数  

85.3%

701

最低制限価格あり

H27.4～H27.11

2.0

91(13.0%)

49(7.0%)

9.4

74.6%

1.0 0.2

10(1.4%) ７（3.0%)

1(0.1%) 21(10.8%)

H26.4～H26.11

最低制限価格なし 最低制限価格あり

H26.12～H27.3

測量等業務委託に係る最低制限価格の設定後の
入札状況について（H26.4～H27.11）

719 227

82.0% 88.0%

9.2 9.2

－ 76.6%



営業
所在地

類型
番号

  発注工事内容 件数 報告等の対応方法

1
鋼橋やＰＣ橋等の橋梁上部工や消化ガスタンク等の専門工
事 12

2 技術的難易度が高いトンネル工事 0

3 法面処理等工事のうち特殊機械や専門技術を要するもの 17

4
特殊機器（設計やシステム開発を伴うもの）の工場製作を含
む設備工事及びその点検・修繕工事 76

5
重要文化財建造物の保存修理工事のうち高度で特殊な技
術を要するもの 10

7 府内に施工できる企業がないか極めて少ない「個別」の工事 0 入札公告前に入札監視委員会で個別案件ごとに報告し、落札決定後、
他の入札案件と同様に抽出対象工事として定例審査会で事後審査

8 WTO対象工事 0 落札決定後、他の入札案件と同様に抽出対象工事として定例審査会で
事後審査

115

9
施工可能な府内企業が少数であるが、府内企業のみに入札
参加を認める工事 0 落札決定後に定例審査会において、抽出案件として審査

空欄 従来の府内向け発注 711 落札決定後、他の入札案件と同様に抽出対象工事として定例審査会で
事後審査

826

発注類型別一覧表

府内・府外

施工可能な府内企業がないか、極めて少数なことが明確な工事の類型
であるため、落札決定後、他の入札案件と同様に抽出対象工事として定
例審査会で事後審査

小計

府内

合計

※類型番号１～８：例外的に府外企業に入札参加を認める工事

※ 府内企業が落札した契約金額合計については、JV構成員の府内受注額を含む。

対象：予定価格２５０万円超の競争入札に付した建設工事

（期間：平成２７年４月１日～平成２７年１１月３０日）

件数
a

件数比率
（a/今期全件数）

契約金額合計（千円）
b

契約金額比率
（b/今期全契約金額）

平均落札率 平均参加者数

115 13.9% 5,175,354 21.3% 91.8% 3.5
府内企業が落札した工事 18 2.2% 590,929 2.4% 94.4% 3.1
府外企業が落札した工事 97 11.7% 4,584,425 18.9% 91.3% 3.5

内

                      

府外企業への参加を認めた件数



公契約大綱に係る実施状況調査結果

（Ｈ２６年度～Ｈ２７年度第３四半期）

１ 調査対象工事数

Ｈ２６計 Ｈ２７第１～３四半期

対象全工事数 1,695件 1,570件

２ 調査結果内訳

（1）施工体系図の提出状況

Ｈ２６計 Ｈ２７第１～３四半期

関連工事数［対象全工事数-（未着手工事＋下請無工事）］ 1,041件 956件

うち提出件数 1,039件 956件

（提出率） (99.8％) (100％)

（2）下請け契約書（写）の提出状況

Ｈ２６計 Ｈ２７第１～３四半期

関連工事数［対象全工事数-（未着手工事＋下請無工事）］ 1,041件 956件

うち提出件数 1,041件 956件

（提出率） (100％) (100％)

（3）契約遵守窓口ステッカー掲示状況

Ｈ２６計 Ｈ２７第１～３四半期

関連工事数［対象全工事数-未着手工事］ 1,444件 1,342件

うち掲示件数 1,437件 1,342件

（掲示率） (99.5％) (100％)

（4）府内企業への下請発注の徹底

Ｈ２６計 Ｈ２７第１～３四半期

関連工事数［対象全工事数-（未着手工事＋下請無工事）］ 1,041件 956件

うち府外発注発生件数 204件 253件

（発生率） (19.6％) (26.5％)

○府外企業への下請け発注が発生した主な理由

・施工できる府内企業がなかった（昇降機設備工事、下水道ポンプ整備工事等）

・工期の都合上、府内業者を確保できなかった。

（5）建設資材の府内調達

Ｈ２６計 Ｈ２７第１～３四半期

関連工事数［対象全工事数-未着手工事］ 1,444件 956件

うち府外発注発生件数 87件 89件

（発生率） (6.0％) (9.3％)

○建設資材の府外発注が発生した主な理由

・府内の製造会社がないため（昇降機部品、散気バルブ整備用部品等）

・専門的な工法で資材調達業者が限定されたため（マグマロック工法（管渠継手部耐震化））



（6）重層的な下請構造の改善

Ｈ２６計 Ｈ２７第１～３四半期

重層下請発生件数（建築一式３次超、建築一式以外２次超） 1件 8件

（7）コンプライアンス対策の取組

所属におけるコンプライアンス確保方策の取組実施率（日常的な指導、関係情報の管理等）

Ｈ２６計 Ｈ２７第１～３四半期

取組率 100％ 100％



入札 随意契約 計

(1)織物 － 1 1 680,400

(2)外衣・下着類 1 77 78 7,329,264

(3)その他の繊維製品 － 71 71 3,205,292

(4)家具 15 91 106 65,333,689

(5)機械すき和紙 － 7 7 748,479

(6)印刷 3 515 518 67,632,547

(7)潤滑油 － 4 4 11,847

(8)事務用品 1 1,284 1,285 12,631,479

(9)台所・食卓用品 － 13 13 247,979

(10)再生プラスチック製製品 － 0 0 0

(11)その他の品目 － 0 0 0

計 20 2,063 2,083 157,820,976

特定品目/総実績 23.5% 67.6% 66.4% 8.8%

＜参　考＞

４～１２月分契約　総実績 85 3,054 3,139 1,793,781,196

　うち　入札実績 85 － 85 704,404,609

　うち　随意契約実績 － 3,054 3,054 1,089,376,587

（うち不落随意契約） （１） （１） （934,200,000）

※　入札案件：物品調達　１６０万円を超えるもの

　　　　　　　　　 物品の製造の請負（印刷）　２５０万円を超えるもの

 物品調達における府内中小企業に限定した調達の実施
 状況について

特定品目の種類
実施件数

契約金額（円）

平成２７年４～１２月の官公需法に基づく中小企業官公需特定品目
 　契約件数　２，０８３件 　契約金額　１５７，８２０，９７６円



入札契約制度等の現状と課題 
 

 品確法に基づく「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）（H27,1,30

閣議決定）」では、「発注関係事務の適切な実施」「工事の性格等に応じた

入札契約方式の選択･活用」について述べられている。この中で、各発注者に

共通する重要課題として、中長期的な担い手の育成･確保が掲げられているこ

とから、以下の視点で入札契約制度の見直しについて検討していきたい。 

 

１．雇用の維持  

 雇用の維持について、総合評価競争入札における加算点項目として

いるが、雇用を増大させている企業に対する評価方法の見直しを検討

していきたい。 

 

 

２．若手技術者等の育成、確保  

 府内建設業従事者の年齢構成は、55 歳以上が３割、29 歳以下が１

割とのデータもあり、年齢構成や地域毎の状況等データ収集しながら、

入札契約制度における若手活用の方策を検討していきたい。 

 

 入札契約制度以外では、若年層の正規雇用を支援する「建設業 明

日の担い手確保･育成事業」や労働者のスキルアップ等を図る「建設

業やりがいアップ支援事業」等を実施しているが、今後、さらなる支援

を検討していきたい。 

 

 国土交通省では「もっと女性が活躍できる建設業行動計画（H26,8）」

に基づき、様々な取組が行われているが、これに関する施策について

は、他府県の動向等情報収集に努め、今後の検討課題としたい。 

資料２ 



○雇用維持の現状

１．総合評価競争入札（土木一式工事）の実施状況
　　　（H27,4,1以降公告、H27,12,31までの開札案件）

件数
技術重視型 20 予定価格概ね45百万円以上。簡易な施工計画。
地域活性型A 52 予定価格概ね45百万円以上
地域活性型A 36 予定価格概ね25百万円以上
地域活性型B 19 予定価格概ね10百万円以上

127 全入札案件の約23%
※予定価格10百万円以上の総合評価競争入札を含めた全一般競争入札件数は、542件

２．総合評価競争入札における評価内容
加算点

減少率10%以内 0.5点
減少率が10%を超えたものの内、減少率20%以内又は２人以内 0.25点
減少率20%超かつ３人以上 0点

＜分布状況（現行）＞
配点 S Ⅰ Ⅱ Ⅲ 計 シェア
0.5 3 167 144 178 492 73%
0.25 2 34 26 24 86 13%
0.0 0 21 31 48 100 15%
計 5 222 201 250 678

３．現行の配点と検討の方向性

技術職員数の減少状況
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【参考】

●府の入札参加資格者数等（H27）
業者数 技術者数 平均

土木一式 678 7,098 10.5
S 5 429 85.8
Ⅰ 222 3,380 15.2
Ⅱ 201 1,599 8.0
Ⅲ 250 1,690 6.8

ほ装 52 1,167 22.4
Ⅰ 52 1,167 22.4

件

●技術職員の数等（土木一式）
S Ⅰ Ⅱ Ⅲ

増減率 最大 3.7% 116.7% 112.5% 100.0%
（H24-27） 平均 -7.1% 1.5% 2.1% 2.0%

最小 -13.3% -41.2% -57.1% -100.0%
増減人数 最大 3 14 9 25
（H24-27） 平均 -6.0 -0.2 -0.1 -0.2

最小 -12 -7 -14 -26 
技術者数 最大 164 65 34 90

（H27） 平均 86 15 8 7
最小 52 4 2 0

●技術職員の増減率別参加資格者数（H24-H27）
増減率 業者数 現行の

（%） S Ⅰ Ⅱ Ⅲ 配点
110～ 0 2 1 0 3 0.5
100～ 0 0 3 11 14 0.5
90～ 0 0 0 0 0 0.5
80～ 0 0 0 4 4 0.5
70～ 0 0 2 0 2 74 0.5
60～ 0 3 3 4 10 0.5
50～ 0 2 3 6 11 0.5
40～ 0 2 3 2 7 0.5
30～ 0 9 8 6 23 0.5
20～ 0 15 18 16 49 49 0.5
10～ 0 21 15 15 51 51 0.5
0～ 1 73 75 106 255 255 0.5

-10～ 2 40 13 8 63 63 0.5
-20～ 2 34 26 24 86 86 0.25
-30～ 0 13 18 17 48 48 0.0
-40～ 0 7 7 13 27 0.0
-50～ 0 1 4 10 15 52 0.0
～-50 0 0 2 8 10 0.0

計 5 222 201 250 678
増     (者) 1 127 131 170 429

(%) 20.0% 57.2% 65.2% 68.0% 63.3%
減     (者) 4 95 70 80 249

(%) 80.0% 42.8% 34.8% 32.0% 36.7%

計
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○若手技術者等の育成、確保の現状

１．京都府の産業（大分類）別、年齢別有業者数（建設業）

２．年齢別有業者数（建設業）
の推移（想定）

３．京都府内の人口構成比

※グラフ中数値は、千人。データは、国勢調査（総務省統計局）
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４．若手技術者の雇用等に係る取組状況

○国土交通省（総合評価競争入札）

○経営事項審査

【若手技術者等の育成、確保】



7

平成２６年度“建設業やりがいアップ支援事業”

• 雇用拡大事業

• 失業者等を雇用した場合、１人当たり１５万円を助成

• その雇用者に研修等を実施し、建設業への定着を図る

• 処遇改善事業

• 中小企業診断士や社会保険労務士による処遇改善策の提案

• スキルアップ・資格取得講座等の開催

8

平成２６年度“建設業やりがいアップ支援事業”

実 績

• 雇用拡大事業

• 参画企業 ５４社

• 雇用者数 ２９名（内、正規雇用 ２１名）

• 従事する業務 土木 １０名、建築 ４名、電気 ９名、空調設備 １名

事務・営業等 ５名

• 処遇改善事業

• 処遇改善策の提案を行った企業 ３社

• スキルアップ 積算研修 ２０名、原価管理 １６名、経理研修 １１名

• 資格取得講座 玉掛け ８名、車両系 ５名、他
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